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はじめに

2006年に発表された中央教育審議会答申「今後の

教員養成・免許制度の在り方について」においては、

教員評価の結果を給与等の処遇に反映させるなど、

新しい教員評価システムの構築・推進を図ることが

提言された。いち早く具体的取り組みに着手した東

京都は、2000年より「教育職員人事考課制度」を導

入しており 、同様の施策は、神奈川県、大阪府、広

島県等、他の自治体においてもみることができる。

例えば、群馬県においては、「目標管理」と「業績評

価」を組み合わせた教員評価が実施されている 。

教員評価について考察する場合、給与等の処遇と

の関連は重要研究課題として位置付けることができ

よう。アメリカ 、イギリス をはじめ、諸外国の動向

について検討した研究も見受けられ 、特に諸外国教

員給与研究会による報告書は 、能力・実績に基づく

給与形態について各国間での比較検討を行ってお

り、興味深く捉えることができる。

一方で、先行研究にて取り上げられることは少な

いが 、本稿が対象とするニュージーランドでも、積

極的な教員評価（teacher appraisal）の取り組みをみ

ることができる。同国は、1980年代に大規模な行財

政改革を断行した国として知られているが、

ニュー・パブリック・マネジメント（New Public
 

Management：以下NPM）を基本理念としたこの改

革は、教育分野にも同様に適用され、各学校に学校

理事会（Board of Trustees：以下 BOT）を設置する

ことによって大幅な権限委譲を実現し、自律的な学

校経営を推進している。教員の雇用者として位置付

けられた BOTは 、NPM理論による「業績・成果に

よる管理」に基づき、教員の業績を評価することが

責務となった 。その手段として、1997年に業務・業

績管理システム（Performance Management Sys-

tems：以下 PMS）が導入され、現在各学校において

毎年教員評価が実施されている 。

PMS、及び教員評価に関する先行研究は、例えば、

ピゴット・イルバイン（E.,Piggot-Irvine）とカルド

ノ（C.,Cardno）の研究 、チャップマン（T.,Chap-

man）の研究 、を挙げることができる。しかし、こ

れらはともに、PMSが学校段階で展開されるため、

実践者に対して PMSの概要や方法論を提示するこ
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とに重点が置かれており、教員の処遇についての言

及はほとんどされていない。一方、教員給与制度に

関する研究は、スリバン（K.,Sullivan）の研究 、

クロス（B.,Cross）の研究 、等が挙げられるが、教

員給与制度の概要や教員組合の立場からの給与改革

の必要性を論じたものであり、給与制度と教員評価

の関連については触れられていない。PMS、及び教

員評価と教員給与との関連について、それを主眼と

して論じた研究は管見の限りみることはできず、教

員評価がいかに教員の処遇へと反映されるのかにつ

いては、これまで十分に検討されてこなかった面が

指摘できる。

以上のことから、本稿では、教員評価について考

察する際の重要課題として挙げられる給与との関連

について検証し、両者の関係性を明らかにすること

を課題として設定する。同国の実態を解明すること

で、先行研究によって明らかにされた諸外国の動向

との比較が可能となり、また、そうした知見は、現

在各自治体で展開されている教員評価システムに対

しても、改善・検討の視点を提供しうると考える。

上記の課題達成のため、本稿では第一に、現行の

教員給与制度について概観する。第二に、1980年代

後半の教育改革時に提案された一括補助金制度

（Bulk Funding）をめぐる論争について分析し、同

制度のもとでの教員評価と給与の関連について考察

する。そして第三に、PMSにおける教員評価の展開

について検討し、それがいかに給与等の処遇と関連

を持っているか明らかにする。なお、本稿では、主

に初等教育段階を考察対象とする。

１．現行教員給与制度の特徴

⑴ 学校運営補助金制度

学校運営補助金制度（Operational Funding）とは、

1999年に新設・導入された学校への補助金配分方式

を指す。教員給与を除いた全ての学校運営費（opera-

tional grant）、例えば、教材費や学校施設管理費、暖

房費等が、一括で BOTへと支給される仕組みであ

る。すなわち、学校運営補助金制度は、教員給与と

学校運営費が別個に支給される点にその特徴を見出

すことができる。学校運営費は、使途が特定されず

に配分されるため、BOTの裁量のもとに自由に支出

することができる。

学校予算は、上述の学校運営費が基本となるが、

これに加えて、以下の資金も加味される。

ニュージーランドでは、学校周辺地域の社会経済

的環境等を考慮し、各学校に対してディサイル

（decile）と呼ばれる 10段階のランク付けがされて

いる 。先住民族マオリ等が多く居住する地域の学

校は児童生徒の学習達成度が低い傾向を指摘するこ

とができ、BOT委員を選出する際にも困難を伴うこ

と多い 。教育省にとってこうした地域の学校改善

は重要政策課題として位置付けられており、低ディ

サイルの学校にはより多くの学校運営費が配分され

るなど、様々な面において財政的なインセンティブ

が与えられている。

髙 望

表１ A校における学校予算内訳（2006―2007年)

単位：ニュージーランド・ドル（NZD）

収入項目 予算(2006年度) 決算(2006年度) 予算(2007年度)

学校運営費（Unitsを含む) 594,400  581,605  564,203
 

RTLB 収 入 84,500  112,665  82,200

投 資 収 入 20,000  21,914  15,000

地域からの収入（寄付金等) 76,333  91,795  54,000

合 計 775,233  807,979  715,403

教 員 給 与 1,350,000  1,770,901  1,736,000

総 計 2,125,233  2,578,880  2,451,403

（出典：A校,Statement of Variance,Performance Goals and Strategic Plan 2007,p.27.より筆者作成。）
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また、学校にとって重要であるのが、保護者や地

域住民からの寄付金である。表 1はオークランド市

にある公立初等学校（以下A校) における学校予

算の内訳であるが、地域から得た収入が学校運営に

おいて主要な位置を占めていることが見て取れ

る 。加えて、学校主催のイベント等における利益や

留学生がもたらす授業料も予算として加味され

る 。

以上のことから、学校運営補助金制度における学

校運営費は、主に児童生徒数やディサイルを考慮し

て決定・配分されており、これに学校の自助努力に

よって得られた資金が加味され、それらを総じて学

校予算として把握することができる。

⑵ 教員給与の支給

教員給与は、基本的に教育省と組合との団体交渉

によって締結された団体協約によって規定されてい

る 。教育改革の源流となる行財政改革は公的部門

全体に変革をもたらし、1988年に制定された国家部

門法（State Sector Act）によって、公務員の人事管

理を可能な限り民間のそれに近づけるべく改革が断

行された。教員も例外ではなく、団体協約には給与

を含めた労働諸条件が細かに明記されており、この

団体協約をもとに BOTは教員管理を行うこととな

る。

表 2は初等学校の一般教員、及び教頭の基本俸給

を示したものである。14の号俸から成り立ち、級は

存在しない。団体協約が約 3年ごとに改訂されるた

め、3年間の俸給が同時に示されている。基本的に

は、入職前の学歴、資格によって初任給の号俸が定

められ、その後は教職経験年数に応じて 1年に 1号

俸ずつ昇給していく仕組みである。例えば、有する

資格等がQ3の教員は、初任給が 4号となり、最高給

が 11号となる。

教員給与は BOTを介せず、直接教育省から個々

の教員へと支給される。具体的には、教育省は教員

給与の管理・支給に関して民間と契約を結んでおり、

全国 3箇所（オークランド、ウェリントン、クライ

ストチャーチ）に設置される教員給与センター（Pay-

roll Service Centre：以下 PSC）が一括にその業務

（Education Service Payroll）を任っている。

２．一括補助金制度における教員評価と教員

給与

⑴ 一括補助金制度の提案

1980年代後半の教育改革における最大の主眼は、

BOTを設置することによって自律的な学校経営を

導入することであった。そのため、教育改革の青写

真を描いた『ピコット報告』 では、学校財務に関し

て一括補助金制度の導入について提案しており、学

校予算の運用についても BOTの責務としている。

一括補助金制度とは、学校運営にかかる全ての経

費を BOTへと直接配分し、各 BOTの裁量でその使

途を決定する仕組みである。教員給与は、全国平均

を 1人当たりの給与額とし、当該校の教員数に準じ

て算出される。一方、学校運営費は教員給与以外の

学校予算であり、児童生徒数やディサイル等に準じ

て算出される。両者の総額が一括補助金として教育

省から学校へと配分されるのである。

既述の学校運営補助金制度と一括補助金制度の相

違点は、学校運営補助金制度では、教員給与は基本

俸給表に基づき PSCを通じて学校運営費とは別個
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表２ 基本俸給表（初等学校教員)

単位：ニュージーランド・ドル（NZD）

号俸 13/06/07まで 14/06/09まで 15/06/08まで

1  35,021  35,196  35,267 Q1入職

2  37,715  37,903  37,979  Q2入職

3  41,754  41,962  42,046
 

4  45,796  46,025  46,117 Q3入職

5  47,330  47,519  47,662 Q3＋入職

6  49,164  49,409  49,508 Q4入職

7  51,856  52,115  52,220 Q5入職

8  56,177  56,739  57,306 Q1最高給

9  60,236  60,839  61,447 Q2最高給

10  65,396  65,657  65,788
 

11  68,074  68,755  69,099  Q3最高給

12  71,900  72,645  73,000 Q3＋最高給

※学歴・資格によって入職の号俸が決定する。

Q 1 :Diploma of Teaching
 

Q 2 :Higher Diploma of Teaching
 

Q 3 :Bachelor Degree of Teaching
 

Q 3＋ :Bacher Degree of Teaching with Diploma of Teaching など

Q 4 :Mater Degree of Teaching
 

Q 5 :A Five Year Masters Degree or Doctorare

（出典：NZEI,Primary Teachers’(Including Deputy and Assistant Princi-

pals and Other Unit Hoders)Collective Agreement,7 June 2013-21 Decem-

ber 2015,p.12-14.を参考に筆者作成。）
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に配分されるのに対して、一括補助金制度では、両

者の区分をすることなく、まとめて BOTへと配分

されることである。ゆえに、一括補助金制度では、

実際の教員 1人ひとりの給与額を決定するのは

BOTであり、何名の教員を雇用するか、またその教

員を俸給表のどの号に位置付けるかは BOTによっ

て決定されることとなる 。学校の現状に鑑み、より

多くの教員が必要であれば、学校運営費の中から給

与を捻出することで新たな教員を雇用することもで

き、逆に、例えば BOTが学校設備の充実に重点を置

く場合、教員給与を減額し学校運営費を増額させる

ことで設備投資に充てることができるのである 。

BOTが学校経営主体として位置付けられているた

め、学校予算の使途全てが BOTの責任のもとに決

定・執行される。教員給与の扱われ方が、両者の大

きな違いである。

『ピコット報告』での提案を受け、政府が発表し

た白書『明日の学校』 は、『ピコット報告』での提

案を踏襲しており、使途制約のない予算が一括で学

校へと配分されることが示されている。

⑵ 一括補助金制度をめぐる議論

『ピコット報告』、『明日の学校』の提案を具体化

した 1989年教育法によって、一括補助金制度を導入

することが規定された 。しかし同時に、同法では、

BOTに教員給与について管理運用させることは、

1990年 12月 31日まで延期することが明記されて

いる 。すなわち、教員給与を含めた一括補助金制度

の導入が明示されたにもかかわらず、現実には、学

校運営費は BOTの自由裁量によって運用される

が、教員給与はそれとは別個に教育省より支給され

ることとなったのである 。BOTが教員給与を管理

運営する際の円滑な方策を探るという目的のもと、

導入・実施が延期されたのであるが、背景には、教

育省内だけでなく、政府内においても懸念と反対が

あったことが指摘できる 。1990年修正教育法では、

再び 1991年 12月 31日まで延期することが示さ

れ 、保護者や地域住民によって構成される BOTに

教員給与までを管理させることに対して多くの反対

論が提出されていたことが窺える。

こうした状況に転換をもたらしたのが、1990年の

政権交代、及び教育大臣に就任したスミス（L.,

Smith）の意向である。一括補助金制度の導入を強固

に推進するスミスは、導入を希望する BOTを募集

し、試行という形でその実施に踏み切った。一括補

助金制度を導入するかどうかは各 BOTの判断に委

ねられたのであり、BOTによって給与が決定・支給

される教員と、基本俸給表をもとに教育省より給与

が支給される教員が併存するという事態が引き起こ

されたのである 。

一括補助金制度のもとでの教員給与は、学校運営

費と教員給与との区別なく BOTへと配分されるた

め、各 BOTは個々の学校の状況、ニーズに応じて教

員数を増減でき、かつ教員給与と学校運営費とのバ

ランスを自由に調整することができる。スミスは一

括補助金制度を採用する BOTを増やし、制度の正

式導入を図るため、教員給与を徐々に増額する政策

を打ち出した。最終的には、基本俸給表の最高給を

もとに 1人当たりの給与を算出するようになり、そ

うした財政的インセンティブを目的に制度を導入す

る BOTも増加したため、ピーク時には全体の 31％

の BOTが一括補助金制度によって学校を運営する

ようになった 。しかし一方で、各教員は BOTと直

接労使交渉を行わなければならないため、教員の地

位や身分は非常に不安定なものとなった。ベテラン

教員はより多くの給与の支払いが求められるため、

給与を安く抑えることのできる新人教員を好んで採

用する BOTが増えたこと、その結果、提供する教育

サービスの質の低下を招いたこと、等の課題は多

く 、ニュージーランド教育研究所（New Zealand
 

Council for Educational Research）が実施した調査

では、たとえ教員給与が増額され、一括補助金自体

の総額が上昇したとしても、他の費目の予算を確保

するため、増額分をそのまま教員給与へと反映させ

る BOTは少ないことが明らかにされている 。中に

は、教員全員がストライキを起こし、委員全員が辞

職する BOTの事例も報告されている 。教員組合も

また猛烈な反対運動を展開しており、一括補助金制

度のもとでの教員給与の扱いは、論争的であり、教

育全体に影響を与える重要課題であったと言える。
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こうした一括補助金制度における教員評価と教員

給与との関連性に着目すると、具体的な給与額が

BOTによって決定されるため、評価結果が直接的に

給与へと反映されることが指摘できる。ワイカト大

学の研究グループは 、教員評価を、よいパフォーマ

ンスを示す教員に対してより多くの報酬を与えるこ

とができ、パフォーマンスのよくない教員を見つけ、

排除することができる手段、とみなしている校長や

BOTが半数近くいることを指摘している。

以上のような一括補助金制度をめぐる議論は、

1999年の政権交代によって終止符が打たれる（表

3）。同制度を推進してきた国民党に代わり、選挙時

のマニフェストにおいて一括補助金制度の廃止を訴

え、給与と学校運営費を別個とした学校運営補助金

制度の導入を掲げた労働党政権が成立することとな

る。

３．PMSにおける教員給与

⑴ PMSの導入

教員評価の根拠は、1989年に制定された国家部門

修正法（The State Sector Amendment Act）にみる

ことができる。同法は、各省庁のトップであるチー

フ・エグゼクティブに対して職員の人事権（インプッ

ト）を付与し、確実な業績の達成（アウトプット）

を求めた。インプットでの規制緩和を促し、アウト

プットでの管理を徹底するとうNPM理論が適用さ

れ、各チーフ・エグゼクティブは、業績達成のため

にも職員の業績を管理することが必要となり、業績

評価が導入されたのである 。同様に教育分野にお

いても、雇用者である BOTは、自らの学校経営を円

滑に遂行し、教育目標の確実な達成を実現するため

にも、教員のパフォーマンスを評価することが求め

られ、またその必要性が生じた。その手段が PMSで

ある。

教育省より PMSが発表されたとはいえ、それは

ガイドラインを示すに止まっており、各 BOTは

個々の状況に応じて適切な教員評価システムを構築

することが求められる。そして、適切、かつ円滑な

システムのもとに教員評価を実施しているかどうか

について、教育機関評価局（Education Review
 

Office）による第三者評価によって確認が行われる。

教員評価の際の基準となるのは、既述の団体協約

において示されている専門職スタンダード（Profes-

sional Standards：以下スタンダード）である 。ス

タンダードは、7つの専門職領域（専門的知識、教授

技術、児童生徒の意欲、学級経営、コミュニケーショ

ン、同僚へのサポートと協力、学校活動への貢献）

に対して、教職経験ごとに、新人教員、完全登録教

員、ベテラン教員の 3段階に区分され、設定されて

いる 。主な評価者である校長は、当該教員の該当ス

タンダードに照らして毎年評価を実施することとな

る。養成機関を修了したばかりの新人教員は、少な

くとも 2年間は新人教員のスタンダードに照らして

評価され、校長が同基準を満たしていると判断した

場合、次のステップとして完全登録教員のスタン

ダードへと進むことができる。完全登録教員のスタ

ンダードでは少なくとも 3年以上の評価を経験しな

表３ ニュージーランド政権の変遷

首 相 政党

1984年 7月～ デイビット・ロンギ 労働党 『ピコット報告』における一括補助金制度の提案

1989年 8月～ ジェフリー・パーマー 労働党 1989年教育法→一括補助金制度の導入

1990年 9月～ マイク・ムーア 労働党

1990年11月～ ジム・ボルジャー 国民党 スミス教育大臣、一括補助金制度の「試行」導入決定

1997年12月～ ジェニー・シップリー 国民党

1999年12月～ ヘレン・クラーク 労働党 一括補助金制度の廃止→学校運営補助金制度の新設・導入

2008年11月～ ジョン・キー 国民党

（出典：福本みちよ･高橋 望 ニュージーランドにおける教育経営に関する教育政策･研究の動向」『日本教育経営学会紀要第 49号』、

2007年、p.177に基づき筆者作成。）

一括補助金制度の導入延期

一括補助金制度における教
員給与が重要なイシューと
なる（試行期間）
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ければならず、同基準を満たしていると判断されれ

ば、ベテラン教員のスタンダードが適用されること

となる。当然のことながら、該当スタンダードを達

成することができていないと判断された場合には、

達成が可能となるまで同じスタンダードに照らして

評価が行われる。スタンダードは、各教員の教職経

験に応じて、最低限必要とされる資質能力を明示し

たものであり、スタンダードに照らした評価は、人

事管理の性格・目的を指摘することができる。

⑵ 学校運営補助金制度における教員評価と教員

給与

既に示したように、教員給与は基本俸給表に基づ

きその額が決定される。基本的に 1年に 1号俸の昇

給が行われるが、その根拠となっているのがスタン

ダードに照らして毎年実施される教員評価である。

該当スタンダードを達成していることが教員評価を

通じて確認されることによって、1号俸の昇給が行

われる。団体協約においても、年次定期昇給のため

にはスタンダードに照らした評価が実施されるこ

と、教員と雇用者との間に該当スタンダードに基づ

いた評価の実施について合意がなければならないこ

とが提示されている 。校長は、各教員のパフォーマ

ンスについてスタンダードに照らして評価し、達成

していることを確認することで号俸の昇給を認める

のである。そして、校長による評価結果に対して、

BOTによる承認が行われる。

しかし、基本俸給表は 14号が最高給となり、その

後の昇給は頭打ちとなる。では、更なる昇給を望む

教員はどうするのか。

各 BOTには児童生徒数に基づき、ユニット

（Units）と呼ばれる資金が教育省より算定・配分さ

れる。ユニットもまた団体協約において支給される

ことが明示されており、1ユニット 4,000NZDと

なっている 。ユニットは、責任のあるポジションに

就任した場合、学校マネジメントに関する仕事を

担った場合等、学校内で責任ある業務に従事した際

に付与されるものである。例えば、教科主任（Head
 

of Department）となった場合、上級教員（Senior
 

Teacher）となり学校経営上の職務に対して責任を有

するようになった場合、教頭に就任した場合等は、

必然的に複数のユニットが付与されることが規定さ

れている 。また、BOTは校務分掌に応じてユニッ

トを付し、担当する教員を学校内で募集することも

ある。各教員は、学校内で募集するユニットに対し

て自ら希望することができ、承認されれば、仕事量

が増加し責任が付与される代わりに給与の増額を実

現することができる。

こうしたユニットの配分を決定する手段として位

置付けられているのもまた、教員評価である。校長

は、教員評価を通じて責任ある職務を任せることが

できるか、それを遂行する能力を有しているかどう

か、換言すれば、ユニットを付与するのに適当な人

物かどうかを判断する。省庁のチーフ・エグゼクティ

ブが確実な業績の達成を求められ、その手段として

業績評価を導入したように、各 BOTもあらかじめ

設定した教育目標（児童生徒の学習達成度の向上等）

を達成し、教育省や保護者、地域住民にアカウンタ

ビリティを果たすことが求められるが、目標達成の

ための学校経営計画・戦略等に基づき、必要な人材

に対してユニットを付与し、給与上のインセンティ

ブを与えるのである。ユニットは、特定の教員に対

して継続的に付与することも 、学期ごとに付与す

ることもできるなど、校長の学校経営方針に沿って、

柔軟性をもって活用することができる。さらに、教

育省から付与されるユニット数に不足が生じた場合

には、BOT、校長の判断と責任のもと、学校運営費

から新たにユニットを作成し、教員に付与すること

も可能となる。教員の資質能力が評価され、それが

ユニットという形で給与へと反映されていると言

え、各教員の資質能力に応じて給与上のメリハリを

つける点において、ユニットの配分は、各教員の業

績や能力に基づく能力給としても理解することがで

きる。例えば、既述のA校の場合、教育省より 2008

年度は 23ユニットが配分されたため、それを適当に

分割し、各教員へと配分している 。

以上を整理すると、教員評価は、スタンダードに

照らした評価によって定期昇給の根拠となっている

だけでなく、ユニット教員としての適性を確認する

場面としても機能していると考えられる。そして、

218 髙 望



給与上のインセンティブが与えられるユニットの配

分は、教員評価の結果が反映されている。すなわち、

教員給与は、「基本俸給＋諸手当＋ユニット」という

形で支給されていると理解することができ、ユニッ

トによる評価結果の給与への反映を指摘することが

できる。

おわりに

以上、本稿では、教員評価が教員給与といかなる

関連性を有しているのかという課題のもと、考察し

てきた。

教員評価の導入根拠は、1980年代の行財政改革に

見ることができる。「民間部門と同じやり方で公的部

門も運営する」というNPM理論もとに人事システ

ムが改変され、公務員の間でも業績評価が導入され

た。それに伴い、教育分野でも同様に、雇用者であ

る BOTに対して教員の業績を評価する責任が付与

されたのである。

一括補助金制度のもとでの教員給与は、学校運営

費とともに一括で学校へ配分された結果、BOTに

よってその額が決定されることとなった。学校経営

方針や他の施策との関連から給与の優先順位が低く

なることもあり、教員の地位が脅かされ、不安定な

ものとなった。BOTによって給与額が決定されるた

め、その判断根拠として教員評価が活用され、より

高いパフォーマンスを示す教員に対してそれに見

合った給与が支給されることとなった。その意味で、

評価結果が直接給与に反映されていたことが指摘で

きる。

一括補助金制度からかわった学校運営補助金制度

においては、教員の地位を不安定化させたことの反

省から、学校運営費は一括で BOTへ配分されるが、

教員給与はそれとは別個となり、基本俸給表をもと

に支給されることとなった。スタンダードに照らし

た評価に基づき定期昇給が行われるが、同時に、同

評価にはユニット配分の根拠を求める意味合いも含

まれており、ユニット配分に評価結果が反映される

ことで、結果的に給与等の処遇への関連を指摘する

ことができる。

以上のように、一括補助金制度のもとでは、BOT

の裁量によって給与が決定されるため、教員評価結

果は直接給与へと結びつく可能性を指摘できたが、

学校運営補助金制度のもとでは、基本俸給は確保さ

れるが、副次的に付与されるユニット配分において

校長や BOTの意向が含まれ、ユニットを通じた評

価結果の処遇への反映が指摘できると言える。

同国の現況に目を向けると、更なる給与の増額と

専門職としての地位の確立という目的のもと、基本

俸給表とは別個に上級教員用の俸給表を新たに作成

し、教員評価によって優秀教員を選出するといった

取り組みも見られ始めている 。学校経営において

学校財務は主要部分を占め、その中でも教員給与は

最大の費目である。加えて、給与は教員の労働条件、

生活そのものに結びつくものであり、それが学校組

織、教育の質に与える影響は大きい。PMSが各学校

で構築・展開されていることに鑑みると、個々の事

例を詳細に分析した実証的研究を継続していくこと

が今後の課題となる。

付記>

本研究は、平成 26年度日本学術振興会科学研究費補助金若

手研究（B）（課題番号：25780465）による研究成果の一部で

ある。
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